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２．支援センター等における取組状況

（８）支援センターが、活動の場や機会に関する情報を恒常的に収集している団体等

（情報収集はしているが、７月１日時点での情報がないものも含む）

支援センターが活動の場や機会に関する情報を恒常的に収集している機関・団体数について

は、１０～４０の支援センターが約４割である（表８－１ 。）

また、内訳としては、学校等の教育関係機関から８割以上、教育委員会、他の支援センター、

団体から７割以上の支援センターが情報収集している（表８－２ 。）

表８－１ 活動の場や機会に関する情報を恒常的に収集している機関・団体数

機関・団体数 センター数 割合( )%
43.8１０～４０ ３２

17.8５０～９０ １３

13.7１００～１９０ １０

6.8２００～２９０ ５

5.5３００～３９０ ４

0.0４００～４９０ ０

4.1５００以上 ３
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表８－２ 情報収集している機関・団体

センター数 割合( )%
78.1教育委員会 ５７

50.7ア．学校教育関係部局 ３７

76.7イ．社会教育関係部局 ５６

72.6支援センター ５３

24.7ウ．他都道府県 １８

63.0エ．域内 ４６市区町村【都道府県のみ回答】

20.5オ．国 １５

84.9教育関係機関 ６２

17.8カ．幼稚園 １３

32.9キ．小学校 ２４

34.2ク．中学校 ２５

26.0ケ．高等学校 １９

16.4コ．特殊学校 １２

17.8サ．高等教育機関 １３

64.4シ．公民館 ４７

68.5ス．青少年教育施設 ５０

42.5セ．博物館 ３１

42.5ソ．図書館 ３１

26.0タ．スポーツ施設 １９

17.8チ．他 １３

53.4首長部局 ３９

16.4ツ．総務関係 １２

37.0テ．市民生活( NPO) ２７含む 関係

34.2ト．福祉・医療関係 ２５

13.7ナ．商工労働関係 １０

26.0ニ．環境関係 １９

20.5ヌ．農水関係 １５

9.6ネ．土木・建築関係 ７

4.1ノ．警察関係 ３

13.7ハ．国際関係 １０

6.8ヒ．他 ５

75.3団体 ５５

35.6フ．子ども会連合会 ２６

37.0ヘ．ＰＴＡ団体 ２７

34.2ホ．青年団体 ２８

38.4マ．女性団体 ２６

28.8ミ．高齢者団体 ２１

27.4ム．ﾎﾞｰｲｽｶｳﾄ･ｶﾞｰﾙｽｶｳﾄ ２０

34.2メ．体育・スポーツ団体 ２５

37.0モ．文化団体 ２７

35.6ヤ 国際交流団体 ２６

27.4ユ 環境保護団体 ２０

45.2ヨ 福祉関係団体 ３３

28.8ワ まちづくり団体 ２１

53.4ヲ その他ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体 ３９

16.4ン．他 １２
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（９）情報提供している活動の数

支援センターが情報提供している活動の数は、１０件程度から２００件以上まで、支援センタ

ーによって様々である（表９－１ 。）

活動の実施主体については、教育関係機関、団体が実施する活動情報については約８割、教育

委員会の活動情報については約７割の支援センターが情報提供している（表９－２ 。）

、 、 、また 情報提供している活動の分野としては 自然に関わる体験活動や交流に関わる体験活動

社会奉仕体験活動の情報を提供をしている支援センターが多かった（表９－３ 。）

表９－１ 情報提供している活動数

活動数 センター数 割合( )%
20.5１０ １５

9.6２０ ７

2.7３０ ２

5.5４０ ４

20.5５０～ ９０ １５

6.8１００～１９０ ５

26.0２００～ １９
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表９－２ 情報提供している活動の実施主体

センター数 割合( )%
68.5教育委員会 ５０

34.2ア．学校教育関係部局 ２５

67.1イ．社会教育関係部局 ４９

57.5支援センター ４２

8.2ウ．他都道府県 ６

53.4エ．域内市区町村 ３９

6.8オ．国 ５

82.2教育関係機関 ６０

16.4カ．幼稚園 １２

43.8キ．小学校 ３２

47.9ク．中学校 ３５

38.4ケ．高等学校 ２８

26.0コ．特殊学校 １９

20.5サ．高等教育機関 １５

61.6シ．公民館 ４５

53.4ス．青少年教育施設 ３９

31.5セ．博物館 ２３

32.9ソ．図書館 ２４

23.3タ．スポーツ施設 １７

13.7チ．他 １０

42.5首長部局 ３１

9.6ツ．総務関係 ７

31.5テ．市民生活( NPO) ２３含む 関係

24.7ト．福祉・医療関係 １８

8.2ナ．商工労働関係 ６

20.5ニ．環境関係 １５

13.7ヌ．農水関係 １０

6.8ネ．土木・建築関係 ５

1.4ノ．警察関係 １

8.2ハ．国際関係 ６

1.4ヒ．他 １

75.3団体 ５５

34.2フ．子ども会連合会 ２５

27.4ヘ．ＰＴＡ団体 ２０

21.9ホ．青年団体 １６

20.5マ．女性団体 １５

12.3ミ．高齢者団体 ９

15.1ム．ﾎﾞｰｲｽｶｳﾄ･ｶﾞｰﾙｽｶｳﾄ １１

19.2メ．体育・スポーツ団体 １４

30.1モ．文化団体 ２２

23.3ヤ 国際交流団体 １７

16.4ユ 環境保護団体 １２

34.2ヨ 福祉関係団体 ２５

20.5ワ まちづくり団体 １５

41.1ヲ その他ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体 ３０

20.5ン．他 １５
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表９－３ 情報提供している活動の分野

活動分野 センター数 割合( )%
87.7体 験 活 動 ６４

65.8ア．社会奉仕体験活動 ４８

76.7イ．自然に関わる体験活動 ５６

39.7ウ．勤労生産に関わる体験活動 ２９

32.9エ．職場や就業に関わる体験活動 ２４

61.6オ．文化や芸術に関わる体験活動 ４５

71.2カ．交流に関わる体験活動 ５２

11.0キ．他 ８

87.7ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 ６４

49.3ク．保健、医療又は福祉の増進を図る活動 ３６

47.9ケ．教育の推進を図る活動 ３５

39.7コ．まちづくりの推進を図る活動 ２９

49.3サ．文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 ３６

47.9シ．環境の保全を図る活動 ３５

8.2ス．災害救援活動 ６

13.7セ．地域安全活動 １０

17.8ソ．人権の擁護又は平和の推進を図る活動 １３

31.5タ．国際協力の活動 ２３

15.1チ．男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 １１

74.0ツ．子どもの健全育成を図る活動 ５４

28.8テ．前各号に掲げる活動を行う団体等の運営又は活動 ２１

に関する連絡、助言又は援助の活動

1.4ト．他 １

（１０）１ヶ月あたりの、活動希望者からの相談対応件数

活動希望者からの１ヶ月当たりの相談対応件数は、１０件未満の支援センターが約６割、１０

～２９件が約３割である。

表１０ 活動希望者からの相談対応件数（1ヶ月あたり）

ｹ センター数 割合( )1 %月当たりの平均的な件数

63.0相談者数 １０件未満 ４６

30.1( ･ １０～２９件 ２２奉仕 体験活動に関するものに限る）

1.4３０～４９件 １

0.0５０件以上 ０

対象 個人 １０件未満 ５２

別 １０～２９件 ４

３０～４９件 １

５０件以上 ０

学校 １０件未満 ４７

１０～２９件 ５

３０～４９件 ０

５０件以上 ０

団体等 １０件未満 ５３

１０～２９件 ５

３０～４９件 ０

５０件以上 ０
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（１１）１ヶ月あたりの、活動先（受入先）からの相談対応件数

活動先（受入先）からの１ヶ月当たりの相談対応件数は、１０件未満の支援センターが７割以

上、１０～２９件の支援センターが約２割である。

表１１ 活動先（受入先）からの相談対応件数（１ヶ月あたり）

ｹ センター数 割合( )1 %月当たりの平均的な件数

75.3相談者数 １０件未満 ５５

16.4( ･ １０～２９件 １２奉仕 体験活動に関するものに限る）

0.0３０～４９件 ０

0.0５０件以上 ０

対象 個人 １０件未満 ４３

別 １０～２９件 ２

３０～４９件 ０

５０件以上 ０

学校 １０件未満 ４２

１０～２９件 ５

３０～４９件 ０

５０件以上 ０

団体等 １０件未満 ５７

１０～２９件 ３

３０～４９件 ０

５０件以上 ０

（１２）相談対応後のフォローの状況

相談対応後のフォローを実施しているセンターは約５割である（表１２－１ 。）

内容は、実施している支援センターのうち約５割が「活動者に対する調査 、約４割が「活動」

受入先に対する調査」を実施している（表１２－２ 。）

表１２－１ 相談対応後のフォローを実施している支援センター数

センター数 割合( )%
52.1実 施 ３８

38.4未実施 ２８

表１２－２ 実施内容

内 容 センター数 割合( )%
50.0活動者に対する調査の実施 活動報告の提出を含む １９（ ）

44.7活動受入先に対する調査の実施 １７

10.5電話確認 ４

28.9その他 １１

（注）割合は、相談対応後のフォローを実施しているセンター数（３８）に対する割合
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（１３）活動プログラム企画・実施数

支援センターにおいて活動プログラムを企画・実施しているところは約４割である。プログラ

ム数は、１件から１０件以上まで、支援センターによって様々である。

表１３ 活動プログラムの企画・実施数

平成１４年度 平成１５年度

プログラム数 センター数 割合( ) センター数 割合( )% %
8.2 8.2１件 ６ ６

15.1 6.8２件 １１ ５

5.5 9.6３件 ４ ７

1.4 4.1４件 １ ３

5.5 2.7５～９件 ４ ２

5.5 1.4１０件～ ４ １

58.9 67.1なし ４３ ４９

（１４）活動プログラムの企画・実施における連携状況

他機関・団体等と連携して活動プログラムを企画・実施している支援センターは、活動プログ

ラムを企画・実施している支援センターのうち約４割である（表１４－１ 。また、活動プログ）

ラムの企画・実施において連携した機関・団体数は、１から１０以上まで、支援センターによっ

て様々である（表１４－２ 。）

連携先としては、教育関係機関や団体が多い（表１４－３ 。また、連携内容としては、事業）

全般にわたって連携している支援センターが、他機関・団体等と連携して活動プログラムを企画

・実施している支援センターのうち約４割である。一方、部分的に連携している場合は、参加者

募集等の活動のＰＲにおける連携が多い（表１４－４ 。）

表１４－１ 他機関・団体等と連携して企画・実施した活動プログラム数

プログラム数 平成１４年度 平成１５年度

ｾﾝﾀｰ数 割合( ) ｾﾝﾀｰ数 割合( )% %
13.3 20.8１件 ４ ５

36.7 16.7２件 １１ ４

6.7 8.3３件 ２ ２

13.3 8.3４件 ４ ２

10.0 12.5５～９件 ３ ３

13.3 8.3１０件～ ４ ２

（ ） 、 （ 、 ）注 割合は 活動プログラム企画・実施センター数 平成１４年度：３０ 平成１５年度：２４

に対する割合

表１４－２ 活動プログラムの企画・実施において、連携した機関・団体数

平成１４年度 平成１５年度

機関・団体数 ｾﾝﾀｰ数 割合( ) ｾﾝﾀｰ数 割合( )% %
14.3 16.7１ ４ ３

10.7 33.3２ ３ ６

7.1 0.0３ ２ ０

7.1 0.0４ ２ ０

17.9 11.1５～９ ５ ２

39.3 44.4１０～ １１ ８

（注）割合は、他機関・団体等と連携して活動プログラムを企画・実施しているセンター数

（平成１４年度：２８、平成１５年度：１８）に対する割合
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表１４－３ 活動プログラムの企画・実施における連携先

平成１４年度 平成１５年度

センター数 割合( ) センター数 割合( )% %
35.7 22.2教育委員会 １０ ４

35.7 22.2ア．学校教育関係部局 １０ ４

21.4 22.2支援センター ６ ４

0.0 0.0ウ．他都道府県 ０ ０

21.4 22.2エ．域内市区町村 ６ ４

0.0 0.0オ．国 ０ ０

82.1 88.9教育関係機関 ２３ １６

17.9 5.6カ．幼稚園 ５ １

50.0 55.6キ．小学校 １４ １０

39.3 61.1ク．中学校 １１ １１

42.9 61.1ケ．高等学校 １２ １１

7.1 11.1コ．特殊学校 ２ ２

21.4 38.9サ．高等教育機関 ６ ７

39.3 22.2シ．公民館 １１ ４

35.7 22.2ス．青少年教育施設 １０ ４

3.6 0.0セ．博物館 １ ０

3.6 0.0ソ．図書館 １ ０

3.6 0.0タ．スポーツ施設 １ ０

7.1 11.1チ．他 ２ ２

25.0 27.8首長部局 ７ ５

3.6 0.0ツ．総務関係 １ ０

14.3 5.6テ．市民生活( NPO) ４ １含む 関係

17.9 22.2ト．福祉・医療関係 ５ ４

0.0 0.0ナ．商工労働関係 ０ ０

7.1 5.6ニ．環境関係 ２ １

0.0 0.0ヌ．農水関係 ０ ０

0.0 0.0ネ．土木・建築関係 ０ ０

0.0 0.0ノ．警察関係 ０ ０

7.1 11.1ハ．国際関係 ２ ２

0.0 0.0ヒ．他 ０ ０

75.0 83.3団体 ２１ １５

3.6 22.2フ．子ども会連合会 １ ４

10.7 22.2ヘ．ＰＴＡ団体 ３ ４

14.3 22.2ホ．青年団体 ４ ４

10.7 11.1マ．女性団体 ３ ２

10.7 11.1ミ．高齢者団体 ３ ２

7.1 22.2ム．ﾎﾞｰｲｽｶｳﾄ･ｶﾞｰﾙｽｶｳﾄ ２ ４

10.7 11.1メ．体育・スポーツ団体 ３ ２

21.4 27.8モ．文化団体 ６ ５

14.3 11.1ヤ 国際交流団体 ４ ２

21.4 22.2ユ 環境保護団体 ６ ４

46.4 38.9ヨ 福祉関係団体 １３ ７

21.4 16.7ワ まちづくり団体 ６ ３

42.9 44.4ヲ その他ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体 １２ ８

17.9 16.7ン．他 ５ ３

（注）割合は、他機関・団体等と連携して活動プログラムを企画・実施しているセンター数

（平成１４年度：２８、平成１５年度：１８）に対する割合
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表１４－４ 連携内容

連 携 内 容 １４年度 １５年度

センター数 割合( ) センター数 割合( )% %
46.4 44.4ア．全般 １３ ８

53.6 72.2部分的に連携している １５ １３

25.0 27.8イ．プログラムの企画 ７ ５

PR 53.6 66.7ウ．活動の （参加者募集） １５ １２

32.1 38.9エ．指導者の派遣 ９ ７

25.0 27.8オ．活動場所の提供 ７ ５

0.0 0.0カ．その他 ０ ０

（注）割合は、他機関・団体等と連携して活動プログラムを企画・実施しているセンター数

（平成１４年度：２８、平成１５年度：１８）に対する割合

（１５）人材リストについて

ボランティア活動の活動希望者リストを作成している支援センターは約５割である（表１５－

１ 。また、登録者数に対する実際に活動した人の割合が０～９％の支援センターが、活動希望）

者リストを作成している支援センターのうち約６割である（表１５－３ 。）

一方、指導者リストを作成している支援センターは約４割で、登録者数は様々であるが、５０

０人以上のセンターも、リストを作成しているセンターのうち約３割ある（表１５－４、表１５

－５ 。なお、登録者数に対する実際に活動した人の割合は、０～９％の支援センターが、指導）

者リストを作成しているセンターのうち約８割であるが、９０％以上の支援センターも１割以上

ある（表１５－６ 。）

表１５－１ 活動希望者リストの有無

センター数 割合( )%
50.7活動希望者リスト有 ３７

42.5無 ３１

6.8無回答 ５

表１５－２ 活動希望者リストの登録者数

センター数 割合( )%
10.8１～ ４９人 ４

5.4５０～ ９９人 ２

10.8１００～１９９人 ４

8.1２００～２９９人 ３

5.4３００～３９９人 ２

10.8４００～４９９人 ４

13.5５００人以上 ５

（注）割合は、活動希望者リストがあるセンター数（３７）に対する割合
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表１５－３ 活動希望者リストの稼働率

センター数 割合( )%
59.5０～９％ ２２

5.4１０～１９％ ２

2.7２０～２９％ １

5.4３０～３９％ ２

2.7４０～４９％ １

2.7５０～５９％ １

0.0６０～６９％ ０

0.0７０～７９％ ０

0.0８０～８９％ ０

5.4９０％～ ２

（注）割合は、活動希望者リストがあるセンター数（３７）に対する割合

表１５－４ 指導者リストの有無

センター数 割合( )%
43.8指導者リスト有 ３２

43.8無 ３２

無回答 ９ －

表１５－５ 指導者リストの登録者数

センター数 割合( )%
0.0１～ ４９人 ０

12.5５０～ ９９人 ４

15.6１００～１９９人 ５

9.4２００～２９９人 ３

3.1３００～３９９人 １

6.3４００～４９９人 ２

31.3５００人以上 １０

（注）割合は、指導者リストがあるセンター数（３２）に対する割合

表１５－６ 指導者リストの稼働率

センター数 割合( )%
78.1０～９％ ２５

3.1１０～１９％ １

0.0２０～２９％ ０

0.0３０～３９％ ０

0.0４０～４９％ ０

6.3５０～５９％ ２

0.0６０～６９％ ０

0.0７０～７９％ ０

0.0８０～８９％ ０

12.5９０％～ ４

（注）割合は、指導者リストがあるセンター数（３２）に対する割合
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（１６）センター及びセンター機能についての広報の方法

ホームページ、パンフレット・リーフレットを活用している支援センターが約７割、広報誌の

活用や、関係機関等を直接訪問している支援センターは約５割であった。

表１６ センター及びセンター機能の広報の方法

センター数 割合( )%
56.2ア．広報誌 ４１

71.2イ．ホームページ ５２

26.0ウ．電子メール １９

69.9エ．ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ･ﾘｰﾌﾚｯﾄ ５１

32.9オ．ポスター ２４

12.3カ．テレビ・ラジオ ９

34.2キ．他の機関紙へ掲載 ２５

50.7ク．関係機関等を直接訪問 ３７

8.2ケ．その他 ６
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（１７）センター及びセンター機能についての広報における連携・協力先

広報に当たり、教育委員会と連携している支援センターは８割以上で、教育関係機関、他の支

援センターと連携している支援センターは７割以上ある。一方、首長部局と連携している支援セ

ンターは約４割である。

表１７ センター及びセンター機能の広報における連携・協力先

センター数 割合( )%
84.9教育委員会 ６２

60.3ア．学校教育関係部局 ４４

83.6イ．社会教育関係部局 ６１

72.6支援センター ５３

19.2ウ．他都道府県 １４

63.0エ．域内市区町村 ４６

15.1オ．国 １１

75.3教育関係機関 ５５

27.4カ．幼稚園 ２０

56.2キ．小学校 ４１

56.2ク．中学校 ４１

53.4ケ．高等学校 ３９

34.2コ．特殊学校 ２５

26.0サ．高等教育機関 １９

53.4シ．公民館 ３９

64.4ス．青少年教育施設 ４７

28.8セ．博物館 ２１

32.9ソ．図書館 ２４

21.9タ．スポーツ施設 １６

9.6チ．他 ７

35.6首長部局 ２６

17.8ツ．総務関係 １３

26.0テ．市民生活( NPO) １９含む 関係

20.5ト．福祉・医療関係 １５

8.2ナ．商工労働関係 ６

16.4ニ．環境関係 １２

11.0ヌ．農水関係 ８

8.2ネ．土木・建築関係 ６

6.8ノ．警察関係 ５

8.2ハ．国際関係 ６

4.1ヒ．他 ３

61.6団体 ４５

23.3フ．子ども会連合会 １７

30.1ヘ．ＰＴＡ団体 ２２

24.7ホ．青年団体 １８

31.5マ．女性団体 ２３

20.5ミ．高齢者団体 １５

15.1ム．ﾎﾞｰｲｽｶｳﾄ･ｶﾞｰﾙｽｶｳﾄ １１

20.5メ．体育・スポーツ団体 １５

20.5モ．文化団体 １５

13.7ヤ 国際交流団体 １０

15.1ユ 環境保護団体 １１

32.9ヨ 福祉関係団体 ２４

19.2ワ まちづくり団体 １４

32.9ヲ その他ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体 ２４

5.5ン．他( ) ４
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（１８）コーディネーター養成研修実施方法

４５都道府県において、コーディネーター養成研修に取り組んでいる。

支援センター及び教育委員会がが単独で実施しているところは約７割であり、他の機関・団体

等と連携して実施、及び他の機関・団体が実施する研修へ参加している支援センターは１割以下

であった（表１８、表２０、表２１ 。）

表１８ コーディネーター養成研修実施方法

センター数 割合( )%
72.6ア．支援センター及び教育委員会が単独で実施 ５３

8.2イ．他の機関・団体等と連携して実施 ６

4.1ウ．他の機関･団体等が実施する研修へ参加 ３

19.2未回答(未実施) １４

（１９）コーディネーター養成研修実施内容等

コーディネーター養成研修の年間実施回数としては、１回もしくは２回のところが多い（表

１９－１ 。研修内容としては 「概論」が最も多く、コーディネーター養成研修を実施してい） 、

る支援センターのうち約９割となっている（表１９－５ 。）

表１９－１ 実施回数

回 回以上１回 ２回 ３回 ４回 5~9 10
１４年度 センター数 ２６ １１ ５ ４ ６ ２

% 48.1 20.4 9.3 7.4 11.1 3.7割合( )

１５年度 センター数 ２１ １４ ７ ３ ７ ２

% 38.9 25.9 13.0 5.6 13.0 3.7予 定 割合( )

（注）割合は、この問への回答数（平成１４年度：５４、平成１５年度：５４）に対する割合

１５年度については、１５年度間( )の予定数平成 年 月 日 平成 年 月 日15 4 1 ~ 16 3 31

表１９－２ 募集人数

人以下 ～ 以上9 10~19 20~29 30~39 40~49 50 59 100
１４年度 センター数 ０ ２ ３ ６ ５ １１ ２１

% 0.0 3.7 5.6 11.1 9.3 20.4 38.9割合( )

１５年度 センター数 ０ ０ ０ ６ ３ １４ ２６

% 0.0 0.0 0.0 11.1 5.6 25.9 48.1割合( )

（注）割合は 「実施回数」の回答数（平成１４年度：５４、平成１５年度：５４）に対する割合、

表１９－３ 参加人数

以下 ～ 以上９人 10~19 20~29 30~39 40~49 50 59 100
１４年度 センター数 １ ２ ４ １１ ５ １０ １９

% 1.9 3.7 7.4 20.4 9.3 18.5 35.2割合( )

（注）割合は 「実施回数」の回答数（５４）に対する割合、

表１９－４ 参加市町村数

以下 以上９ 10~19 20~29 30~39 40~49 50
１４年度 センター数 ７ １５ １０ ５ ２ ４

% 13.0 27.8 18.5 9.3 3.7 7.4割合( )

（注）割合は 「実施回数」の回答数（５４）に対する割合、
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表１９－５ 研修内容

（１４年度）

内容 形態別 全 体

ｾﾝﾀｰ数 割合( ) ｾﾝﾀｰ数 割合( )% %実施

88.9ア．概論 講義 ４８

33.3 92.6演習 １８ ５０

0.0実習 ０

48.1イ．情報収集・整理・提供 講義 ２６

18.5 53.7演習 １０ ２９

5.6実習 ３

35.2ウ．相談対応・マッチング 講義 １９

24.1 50.0演習 １３ ２７

5.6実習 ３

20.4エ．広報啓発 講義 １１

3.7 20.4演習 ２ １１

1.9実習 １

22.2オ．活動プログラム開発 講義 １２

25.9 44.4演習 １４ ２４

13.0実習 ７

25.9カ．他の団体・機関等との連携 講義 １４

11.1 37.0演習 ６ ２０

5.6実習 ３

7.4キ．危機管理 講義 ４

3.7 7.4演習 ２ ４

3.7実習 ２

14.8ク．ボランティアグループ等の支援 講義 ８

9.3 20.4演習 ５ １１

1.9実習 １

18.5ケ．その他 講義 １０

14.8 16.7演習 ８ ９

5.6実習 ３

（ ） 、「 」 （ ）注 割合は コーディネーター養成研修実施回数 への回答センター数 平成１４年度：５４

に対する割合
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（１５年度）

内容 形態別 全体

ｾﾝﾀｰ数 割合( ) ｾﾝﾀｰ数 割合( )% %実施

87.0ア．概論 講義 ４７

22.2 87.0演習 １２ ４７

0.0実習 ０

46.3イ．情報収集・整理・提供 講義 ２５

14.8 51.9演習 ８ ２８

3.7実習 ２

33.3ウ．相談対応・マッチング 講義 １８

18.5 50.0演習 １０ ２７

7.4実習 ４

22.2エ．広報啓発 講義 １２

7.4 29.6演習 ４ １６

3.7実習 ２

31.5オ．活動プログラム開発 講義 １７

27.8 46.3演習 １５ ２５

11.1実習 ６

31.5カ．他の団体・機関等との連携 講義 １７

18.5 48.1演習 １０ ２６

7.4実習 ４

11.1キ．危機管理 講義 ６

3.7 11.1演習 ２ ６

3.7実習 ２

18.5ク．ボランティアグループ等の支援 講義 １０

11.1 25.9演習 ６ １４

5.6実習 ３

18.5ケ．その他 講義 １０

9.3 25.9演習 ５ １４

3.7実習 ２

（ ） 、「 」 （ ）注 割合は コーディネーター養成研修実施回数 への回答センター数 平成１５年度：５４

に対する割合
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（２０）コーディネーター養成研修における連携先（問18｢イ｣のうち）

表２０ 連携先

センター数

教育委員会 ４

ア．学校教育関係部局 ４

支援センター ４

ウ．他都道府県 １

オ．国 ４

教育関係機関 ５

カ．幼稚園 ０

キ．小学校 ４

ク．中学校 ５

ケ．高等学校 ２

コ．特殊学校 １

サ．高等教育機関 ０

シ．公民館 １

ス．青少年教育施設 ２

セ．博物館 ２

ソ．図書館 ２

タ．スポーツ施設 １

チ．他 ０

首長部局 ３

ツ．総務関係 ０

テ．市民生活( NPO) ２含む 関係

ト．福祉・医療関係 ２

ナ．商工労働関係 ０

ニ．環境関係 ０

ヌ．農水関係 ０

ネ．土木・建築関係 ０

ノ．警察関係 ０

ハ．国際関係 ０

ヒ．他 ０

団体 ５

フ．子ども会連合会 １

ヘ．ＰＴＡ団体 ０

ホ．青年団体 ０

マ．女性団体 ０

ミ．高齢者団体 ０

ム．ﾎﾞｰｲｽｶｳﾄ･ｶﾞｰﾙｽｶｳﾄ ０

メ．体育・スポーツ団体 ０

モ．文化団体 ０

ヤ 国際交流団体 ０

ユ 環境保護団体 ０

ヨ 福祉関係団体 ３

ワ まちづくり団体 ０

ヲ その他ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体 ２

ン．他 ０
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（２１）コーディネーター養成研修における連携内容等（問18｢イ｣のうち）

表２１ 連携内容

連 携 内 容 １４年度 １５年度

センター数 センター数

ア．全般 ３ ７

部分的に連携している ３ ４

イ．研修プログラムの企画 １ ０

ウ．講師の選定 １ １

エ．その他 ５ ５

（２２）活動への参加を促進するための取組について

取組を実施している支援センターは約６割であり、内容としては 「シンポジウム・フォーラ、

ム・講演会等の開催」が最も多い。

表２２ 活動への参加を促進するための取組内容

取組実施センター数 ４１件 ５６．２ ％

取 組 内 容 １４年度実績 １５年度予定

ｾﾝﾀｰ数 割合( ) ｾﾝﾀｰ数 割合( )% %
4.1 4.1ア．推進月間・週間・日等の設定 ３ ３

31.5 32.9イ．シンポジウム、フォーラム、講演会等の開催 ２３ ２４

13.7 15.1ウ．実践型イベントの開催 １０ １１

11.0 11.0エ．標語・ポスター等の募集及び優秀作品の表彰、 ８ ８

掲示等

オ．活動の顕彰

1.4 2.7個人表彰 １ ２

1.4 1.4団体等表彰 １ １

5.5 4.1カ．活動を活性化させるツールの活用(ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ ） ４ ３手帳など

15.1 13.7キ．その他 １１ １０

（２３）地域住民が、どのような活動に参加したいかについてのニーズの把握(問7サ)

ニーズの把握に取り組んでいる支援センターは約１割で、活動参加者や学校へのアンケートに

より実施している。

表２３ 地域住民が、どのような活動に参加したいかについてのニーズの把握

取組実施センター数( 7ｻ｣ ８ 件 ％問 回答数) 11.0

把 握 の 方 法 ｾﾝﾀｰ数

ア．活動参加者へのアンケート調査 ９

イ．地域住民へのアンケート調査 ０

ウ．学校へのアンケート調査 ８

エ．学校を通じて、教員、保護者、児童生徒等へのアンケート調査 ３

オ．その他 ５
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( )（２４）学校等との連携協力関係があるセンター数 教育委員会の学校教育関係部局を通じた、学校との連携協力関係を含む

学校等との連携協力関係の有無について尋ねたところ、小・中・高等学校と連携協力している

、 、 （ ）。支援センターは約５割 幼稚園・養護学校・短大・大学については 約２割である 表２４－１

表２４－１ 学校等との連携協力関係がある支援センター数

センター数 割合( )%
15.1幼稚園 １１

45.2小学校 ３３

52.1中学校 ３８

54.8高等学校 ４０

17.8養護学校 １３

2.7高専 ２

17.8短大 １３

17.8大学 １３

表２４－２ 連携協力関係がある学校数別の支援センター数

校数 １～９ ～10 19 20 29 30 39 40 49 50 99 100～ ～ ～ ～ ～

幼稚園 全 体 ４ ３ ２ ０ １ ０ １

公立 ３ １ ２ ０ １ ０ ０

私立 ２ ２ ０ ０ ０ ０ １

小学校 全 体 １１ ４ ０ １ ３ ６ ８

公立 ７ ４ ０ １ ３ ６ ８

私立 ４ ０ ０ ０ ０ ０ ０

中学校 全 体 １６ ６ ３ ４ ２ １ ６

公立 ８ ５ ３ ４ ２ １ ６

私立 ９ １ ０ ０ ０ ０ ０

高等学校 全 体 １７ １６ ２ １ ０ ４ ０

公立 １０ １２ １ １ ０ ４ ０

私立 １１ ４ １ ０ ０ ０ ０

養護学校 全 体 １１ １ １ ０ ０ ０ ０

公立 １１ １ １ ０ ０ ０ ０

私立 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

高専 全 体 ２ ０ ０ ０ ０ ０ ０

公立 ２ ０ ０ ０ ０ ０ ０

私立 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

短大 全 体 １２ １ ０ ０ ０ ０ ０

公立 ２ １ ０ ０ ０ ０ ０

私立 １１ ０ ０ ０ ０ ０ ０

大学 全 体 １３ ０ ０ ０ ０ ０ ０

公立 １３ ０ ０ ０ ０ ０ ０

私立 ８ ０ ０ ０ ０ ０ ０
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（２５）学校への連携協力の内容

学校等への連携協力の内容としては 「学校に対する体験活動の場や機会の情報提供」が最も、

多く約６割である。

表２５ 学校等への連携協力の内容

（１４年度）

連 携 ・ 協 力 内 容 センター数 割合( )%
58.9ア．学校に対する体験活動の場や機会の情報提供 ４３

26.0イ 学校外での体験活動の場や機会の提供者と 学校とのﾏｯﾁﾝｸﾞ １９． 、

21.9ウ．学校支援ボランティアと学校のコーディネイト １６

27.4エ．教員の資質向上を図るための研修会等への協力 ２０

11.0オ．体験活動の事前研修等への協力 ８

23.3カ．学校における体験活動のプログラムの企画への協力 １７

24.7キ．学校に対する体験活動への外部指導者の派遣 １８

6.8ク．その他 ５

（１５年度）

連 携 ・ 協 力 内 容 センター数 割合( )%
56.2ア．学校に対する体験活動の場や機会の情報提供 ４１

28.8イ 学校外での体験活動の場や機会の提供者と 学校とのﾏｯﾁﾝｸﾞ ２１． 、

21.9ウ．学校支援ボランティアと学校のコーディネイト １６

23.3エ．教員の資質向上を図るための研修会等への協力 １７

15.1オ．体験活動の事前研修等への協力 １１

28.8カ．学校における体験活動のプログラムの企画への協力 ２１

24.7キ．学校に対する体験活動への外部指導者の派遣 １８

6.8ク．その他 ５



- 46 -

（２６）現在どんな課題があるか

課題としては 「他の行政機関等との活動情報の共有が十分でない 「活動の場の提供を行っ、 」

ている団体等との情報の共有が十分ではない 「他の行政機関等との連絡調整が十分ではない」」

といった、活動情報の共有や連絡調整に関する課題を挙げた支援センターが多い。また、コーデ

ィネーターの確保、資質向上に関する課題を挙げた支援センターも多い。

表２６ 現在どんな課題があるか

内 容 数 割 合センター

( )%
82.2○活動の場の確保 ６０

34.2ア．活動の場が十分に確保できない ２５

26.0イ．活動プログラムの開発が難しい １９

46.6ウ．活動の場の提供を行っている団体等との情報の共有が十分でない ３４

54.8エ．他の行政機関等との活動情報の共有が十分ではない ４０

41.1オ．他の行政機関等との連絡調整が十分ではない ３０

56.2○コーディネーター確保、資質向上 ４１

41.1カ．コーディネーターの養成が遅れている ３０

35.6キ．コーディネーター人材の不足 ２６

45.2○他のセンターとの連携 ３３

28.8ク 市町村がどのような支援を求めているか把握できない(都道府県のみ) ２１．

28.8ケ．他のセンターと人材確保に関する情報がうまく共有できない。 ２１

30.1○学校との連携 ２２

16.4コ．学校から求められる情報等に対し十分に対応できていない。 １２

20.5サ 学校に対しどのような方法･ﾙｰﾄ等で連携を促せばよいかわからない １５． 。

46.6○その他 ３４

27.4シ．関係資料の収集・整理が十分に行われていない ２０

24.7ス．ホームページを活用した対応ができていない １８

28.8セ．センターの体制（職員数等）が不十分 ２１

11.0ソ．その他 ８
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